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回次
第108期

第２四半期
連結累計期間

第109期
第２四半期

連結累計期間
第108期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2022年４月１日
至　2022年９月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （百万円） 55,731 64,460 116,750

経常利益 （百万円） 4,166 5,473 8,368

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円） 2,927 3,733 5,597

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,356 4,584 6,357

純資産額 （百万円） 70,099 77,003 72,778

総資産額 （百万円） 126,604 132,240 129,886

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 45.62 58.05 87.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 53.5 56.0 54.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 3,186 3,526 7,261

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,186 △1,229 △2,518

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,944 △1,662 △3,593

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 12,492 15,099 13,737

回次
第108期

第２四半期
連結会計期間

第109期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 26.18 31.46

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態および経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス変異株の感染拡大や半導体をはじめと

する原材料の供給制約に左右されつつも、回復基調を維持しました。一方で米国・欧州における社会経済活動の

急速な再開に起因する高インフレ、地政学的リスクおよび中国のゼロコロナ政策など、依然として先行き不透明

な状況が続きました。

　こうした経済環境下におきまして、物流業界では、生産活動の持ち直しを背景に、第２四半期より一部で荷動

きに改善の兆しがあるものの、上半期全体では、依然として貨物の取扱いは不安定な状況となりました。

　こうした状況のなか、当社グループの業績は、総合物流事業において、倉庫業では、生産活動における生産調

整の影響などにより、入出庫にかかる取扱量が減少し、期中平均保管残高は前年同期に比べ増加しました。港湾

運送業では、四日市港における石炭および原料関係の取扱量は減少したものの、海上コンテナおよび完成自動車

の取扱量は輸出・国内ともに前年同期に比べ増加しました。陸上運送業では、主力のトラック輸送、鉄道輸送お

よびバルクコンテナ輸送の取扱量は前年同期に比べ減少しました。国際複合輸送業では、航空輸送の取扱量は、

海上輸送の正常化に伴い緊急需要が解消し、前年同期に比べ減少しました。海上輸送では、円安による影響で輸

入貨物の取扱量が減少したものの、輸出貨物の取扱量は増加しました。また、海外現地法人における取扱量は、

活発な世界的経済活動を背景に大幅に増加しました。このような状況により、総合物流事業全体の売上高は、前

年同期比15.5％増の638億３千８百万円となりました。

　その他の事業につきましては、依然として厳しい環境下ではありましたが、業務の効率化や収支改善に努めま

した。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は、生産活動における生産調整の影響から、陸上運送業

は低調に、倉庫業は前年同期並みに、港湾運送業は順調に推移しました。また、世界経済の影響を色濃く反映す

る国際複合輸送業においては、海外現地法人における業績が好調に推移するとともに、世界的な海上輸送の需給

逼迫が解消し、正常に向かっているものの依然として高値の海上運賃や為替における円安の影響などを受け、前

年同期比15.7％増の644億６千万円となりました。連結経常利益は、売上高を大きく伸ばすなか、更なる業務効率

化や収支改善を図るとともに、持分法による投資利益ならびに為替差益が業績に大きく寄与したことにより、前

年同期比31.4％増の54億７千３百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比27.5％

増の37億３千３百万円となりました。

　セグメント別の経営成績を示すと、次のとおりであります。

①総合物流事業

　総合物流事業全体の外部顧客への売上高は、638億３千８百万円と前年同期に比べ85億８千５百万円（15.5％）

の増収、セグメント利益（営業利益）は39億１千９百万円と前年同期に比べ５億７千３百万円（17.2％）の増益

となりました。

＜倉庫業＞

　当部門では、期中平均保管残高は前年同期比13.1％増の57万８千トンとなりました。期中貨物入出庫トン数に

つきましては前年同期比3.8％減の426万９千トンとなり、保管貨物回転率は61.7％（前年同期72.4％）となりま

した。

　以上の結果、当部門の外部顧客への売上高は、前年同期比2.5％増の215億３千２百万円の計上となりました。

- 3 -



＜港湾運送業＞

　当部門では、四日市港における石炭および原料関係の取扱量は減少したものの、海上コンテナの取扱量は前年

同期比2.9％増の10万１千本（20フィート換算）となりました。また、完成自動車の取扱量も輸出・国内ともに前

年同期に比べ増加しました。

　以上の結果、当部門の外部顧客への売上高は、前年同期比0.5％増の114億３千３百万円の計上となりました。

＜陸上運送業＞

　当部門では、主力のトラック輸送の取扱量は前年同期比5.5％減の321万４千トン、鉄道輸送の取扱量は前年同

期比9.3％減の７万トン、バルクコンテナ輸送の取扱量は前年同期比7.1％減の10万４千トンとなり、いずれも前

年同期に比べ減少しました。

　以上の結果、当部門の外部顧客への売上高は、前年同期比3.9％減の90億５千１百万円の計上となりました。

＜国際複合輸送業他＞

　当部門におきましては、海上輸送における輸出入の取扱量は前年同期比8.3％減の82万７千トン、航空輸送にお

ける輸出入の取扱量は前年同期比58.0％減の875トンと減少しました。一方、海外現地法人における取扱量は前年

同期に比べ大幅に増加しました。

　以上の結果、当部門の外部顧客への売上高は、前年同期比62.4％増の218億２千１百万円の計上となりました。

②その他

　建設業における完成工事件数は前年同期に比べ減少しましたが、自動車整備業における車検取扱台数およびゴ

ルフ場の入場者数は前年同期に比べ増加しました。

　以上の結果、当部門の外部顧客への売上高は、６億２千１百万円と前年同期に比べ１億４千３百万円

（30.0％）の増収、セグメント利益（営業利益）は１億９千２百万円と前年同期に比べ１億４千５百万円

（309.2％）の増益となりました。

　財政状態の状況は、次のとおりであります。

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ23億５千３百万円増加し、1,322億４千万円

となりました。流動資産は現金及び預金の増加14億６千３百万円を主な要因として21億８千２百万円増加し、固

定資産は有形固定資産の増加を主な要因として１億７千万円増加しました。

　負債は、仕入債務の減少21億３千２百万円を主な要因として前連結会計年度末に比べ18億７千万円減少し、552

億３千６百万円となりました。

　純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益37億３千３百万円を主な要因として前連結会計年度末に比べ42

億２千４百万円増加し、770億３百万円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、資金という）は13億６千２百万円増加し、四

半期末残高は150億９千９百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果増加した資金は35億２千６百万円（前年同期比３億３千

９百万円の収入増）となりました。これは主に、仕入債務の支出による減少26億３千万円、法人税等の支払額10

億７千万円などがあったものの、税金等調整前四半期純利益54億６千６百万円、減価償却費22億６千４百万円の

資金留保等による増加の結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果減少した資金は12億２千９百万円（前年同期比４千２百

万円の支出増）となりました。これは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出12億４千８百万円等による

減少の結果であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果減少した資金は16億６千２百万円（前年同期比２億８千

２百万円の支出減）となりました。これは主に、長期借入れによる収入48億円による増加があったものの、長期

借入金の返済による支出59億４千９百万円、配当金の支払額３億５千３百万円等による減少の結果であります。
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(3）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上および財務上の課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

(5）従業員数

　当第２四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数に著しい増減はありません。

(6）生産、受注および販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、生産、受注および販売実績の著しい変動はありません。

(7）主要な設備

　当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動および設備の新設、除却等について前連結会計

年度末における計画の著しい変動はありません。

(8）資本の財源および資金の流動性についての分析

　当社グループの資本の源泉は内部留保と外部調達によりますが、このうち外部調達は安定的な資金調達と調達

コストの抑制を両立させ、自己資本比率や資産構成および営業キャッシュ・フローの各種指標に配慮して、財務

リスクを 小化することを基本方針としております。

　この基本方針に則り、資金調達の手段はその時々の市場環境を考慮したうえで、当社グループにとって 善の

手段を選択しており、主要な取引銀行と当座貸越契約を締結し、緊急時の流動性を確保しております。

　また、流動性マネジメントの一環として、キャッシュ・マネジメント・システムを国内で導入し、グループ内

の企業相互間の余剰資金を当社が集中管理することで資金の効率化を推進しております。一方、海外拠点におけ

る資金需要に対応するため、当社を起点にしたグループ内金融により必要な資金を供給する体制を構築しており

ます。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 67,142,417 67,142,417

名古屋証券取引所
（プレミア市場）
東京証券取引所
（プライム市場）

単元株式数は100株
であります。

計 67,142,417 67,142,417 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年９月30日 － 67,142 － 8,428 － 6,544

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,739 7.37

日本トランスシティグループ社員持
株会

三重県四日市市霞二丁目１番地の１ 4,021 6.25

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カスト
ディ銀行）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

4,000 6.22

蒼栄会 三重県四日市市霞二丁目１番地の１ 3,851 5.99

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,198 4.97

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 2,852 4.44

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,843 4.42

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21番27号 2,683 4.17

株式会社三十三銀行 三重県四日市市西新地７番８号 2,683 4.17

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（常任代理人　日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
（東京都港区浜松町二丁目11番３号）

1,501 2.33

計 － 32,373 50.34

（５）【大株主の状況】

（注）１　当社は自己株式を2,838,154株保有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。

２　上記の所有株式数のうち、株式会社日本カストディ銀行の所有株式数は、信託業務に係るものであります。
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2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数は100株であります。
普通株式 2,838,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,247,400 642,474 単元株式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 56,917 － －

発行済株式総数 67,142,417 － －

総株主の議決権 － 642,474 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）

日本トランスシティ株式会社
三重県四日市市霞二丁目
１番地の１

2,838,100 － 2,838,100 4.23

計 － 2,838,100 － 2,838,100 4.23

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２  監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,567 16,030

受取手形、営業未収金及び契約資産 18,125 18,252

棚卸資産 183 200

その他 3,199 3,761

貸倒引当金 △81 △67

流動資産合計 35,993 38,176

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 31,722 30,968

土地 32,269 32,294

その他（純額） 6,507 7,474

有形固定資産合計 70,499 70,738

無形固定資産 1,048 974

投資その他の資産

投資有価証券 16,552 16,366

その他 5,806 5,997

貸倒引当金 △14 △14

投資その他の資産合計 22,344 22,350

固定資産合計 93,892 94,063

資産合計 129,886 132,240

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 10,045 －

営業未払金 － 7,913

短期借入金 2,370 2,458

１年内返済予定の長期借入金 7,894 2,843

未払法人税等 985 1,450

賞与引当金 1,192 1,231

その他 3,995 4,751

流動負債合計 26,482 20,647

固定負債

長期借入金 19,416 23,318

再評価に係る繰延税金負債 3,694 3,694

退職給付に係る負債 2,128 2,159

長期預り保証金 2,167 2,127

その他 3,217 3,289

固定負債合計 30,624 34,588

負債合計 57,107 55,236

純資産の部

株主資本

資本金 8,428 8,428

資本剰余金 6,822 6,822

利益剰余金 53,883 57,260

自己株式 △1,119 △1,119

株主資本合計 68,014 71,392

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,710 2,452

土地再評価差額金 △1,364 △1,364

為替換算調整勘定 296 1,031

退職給付に係る調整累計額 550 503

その他の包括利益累計額合計 2,194 2,623

非支配株主持分 2,570 2,988

純資産合計 72,778 77,003

負債純資産合計 129,886 132,240
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（単位：百万円）

 前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 55,731 64,460

売上原価 49,169 57,052

売上総利益 6,562 7,407

販売費及び一般管理費 ※１ 3,169 ※１ 3,313

営業利益 3,393 4,094

営業外収益

受取利息 11 11

受取配当金 206 251

持分法による投資利益 442 522

為替差益 68 573

その他 108 85

営業外収益合計 837 1,443

営業外費用

支払利息 59 55

その他 4 8

営業外費用合計 63 63

経常利益 4,166 5,473

特別利益

固定資産処分益 18 20

投資有価証券売却益 － 9

特別利益合計 18 29

特別損失

固定資産処分損 7 35

特別損失合計 7 35

税金等調整前四半期純利益 4,177 5,466

法人税等 1,146 1,545

四半期純利益 3,030 3,921

非支配株主に帰属する四半期純利益 102 188

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,927 3,733

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

 前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

四半期純利益 3,030 3,921

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 199 △260

為替換算調整勘定 155 923

退職給付に係る調整額 △35 △46

持分法適用会社に対する持分相当額 5 47

その他の包括利益合計 325 663

四半期包括利益 3,356 4,584

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,238 4,162

非支配株主に係る四半期包括利益 117 422

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

 前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,177 5,466

減価償却費 2,268 2,264

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 47 35

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △130 △144

固定資産処分損益（△は益） △10 15

受取利息及び受取配当金 △217 △262

支払利息 59 55

持分法による投資損益（△は益） △442 △522

売上債権の増減額（△は増加） △433 565

仕入債務の増減額（△は減少） △643 △2,630

未払消費税等の増減額（△は減少） △487 △113

その他 △588 △768

小計 3,598 3,960

利息及び配当金の受取額 512 694

利息の支払額 △61 △58

法人税等の支払額 △863 △1,070

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,186 3,526

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △881 △1,248

有形及び無形固定資産の売却による収入 19 24

貸付けによる支出 △319 －

その他 △5 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,186 △1,229

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 900 4,800

長期借入金の返済による支出 △2,275 △5,949

配当金の支払額 △320 △353

その他 △248 △159

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,944 △1,662

現金及び現金同等物に係る換算差額 123 727

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 178 1,362

現金及び現金同等物の期首残高 12,313 13,737

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 12,492 ※１ 15,099

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

- 14 -



【注記事項】

（会計方針の変更）

ASC第842号「リース」の適用

　米国会計基準を適用する在外連結子会社において、ASC第842号「リース」を第１四半期連結会計期間より適

用しております。これにより、借手のリース取引については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産

および負債として計上しております。

　本会計基準の適用にあたっては、経過措置で認められている、遡及修正による累積的影響額を適用開始日時

点で認識する方法に従っております。

　この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、有形固定資産のその他が126百万円増加、流動負債のそ

の他が101百万円増加、固定負債のその他が27百万円増加、利益剰余金が１百万円減少しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年９月30日）

四日市コンテナターミナル株式会社 655百万円 四日市コンテナターミナル株式会社 641百万円

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　以下の会社の金融機関からの借入金について下記金額の保証予約を行っております。

　前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年９月30日）

報酬及び給料手当 1,274百万円 1,326百万円

賞与引当金繰入額 252百万円 265百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

現金及び預金勘定 13,530百万円 16,030百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,038百万円 △930百万円

現金及び現金同等物 12,492百万円 15,099百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 320 5.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月10日
取締役会

普通株式 321 5.00 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 353 5.50 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月10日
取締役会

普通株式 353 5.50 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１　配当金支払額

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１　配当金支払額

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額

（注）３総合物流事業

売上高

外部顧客への売上高 55,253 478 55,731 － 55,731

セグメント間の内部売上高
又は振替高

22 587 610 △610 －

計 55,276 1,065 56,341 △610 55,731

セグメント利益 3,345 47 3,392 0 3,393

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額

（注）３総合物流事業

売上高

外部顧客への売上高 63,838 621 64,460 － 64,460

セグメント間の内部売上高
又は振替高

22 631 654 △654 －

計 63,861 1,253 65,115 △654 64,460

セグメント利益 3,919 192 4,111 △17 4,094

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保険代理

店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額0百万円は、セグメント間取引消去0百万円によるものであります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保険代理

店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△17百万円は、セグメント間取引消去△17百万円によるものであります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計総合物流事業

倉庫業 港湾運送業 陸上運送業
国際複合輸

送業他
計

売上高

顧客との契約から生じる収益 21,017 11,377 9,423 13,249 55,067 436 55,504

その他の収益（注）２ － － － 186 186 41 227

外部顧客への売上高 21,017 11,377 9,423 13,435 55,253 478 55,731

（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計総合物流事業

倉庫業 港湾運送業 陸上運送業
国際複合輸

送業他
計

売上高

顧客との契約から生じる収益 21,532 11,433 9,051 21,545 63,562 470 64,032

その他の収益（注）２ － － － 276 276 151 428

外部顧客への売上高 21,532 11,433 9,051 21,821 63,838 621 64,460

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保険代理

店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる収益です。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保険代理

店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる収益です。
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項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 45円62銭 58円05銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,927 3,733

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

2,927 3,733

普通株式の期中平均株式数(千株) 64,182 64,304

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、次のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

　2022年11月10日の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1）中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 　353百万円

(2）中間配当金の１株当たりの額　　　　　　　　　　　５円50銭

(3）支払請求の効力発生日および支払開始日　　　2022年12月５日

（注）　2022年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月７日

日本トランスシティ株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岩　　田　　国　　良

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山　　田　　昌　　紀

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本トランスシ

ティ株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から

2022年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本トランスシティ株式会社及び連結子会社の2022年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長安藤仁は、当社の第109期第２四半期（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。


